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大阪ガスの藤原でございます。

本日は、お忙しいところ、当社の2022年3月期第2四半期決算説明会に
ご参加いただきありがとうございます。

また平素は、当社事業につきご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

それではただ今より、2022年3月期第2四半期決算について、当社ホームページで開示し
ておりますプレゼンテーション資料に沿って、説明させていただきます。

4ページをご覧ください。
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この上期は、新型コロナウイルスの感染が再拡大する中、ウィズコロナを前提とした事業運
営を実施し、中期経営計画で掲げたミライ価値の共創に向けた活動を展開してきました。

「低・脱炭素社会の実現」としては、カーボンニュートラルLNGの調達・販売を開始し、D-バ
イオシリーズなど法人のお客さまの低・脱炭素ニーズに資するメニューを拡大しました。再
エネの普及貢献に向けては、国内外の複数の案件で取り組みを加速させています。

「Newノーマルに対応した暮らしとビジネスの実現」では、学びたい人と教えたい人をつなぐ
オンラインレッスンサイト「さがする」のサービスを開始しました。コロナ禍の影響を受けられ
た企業や個人事業主に対して、新たなビジネスの機会を創出したいと考えています。

「お客さまと社会のレジリエンス向上」では、分散型電源と組み合わせたエネルギーネットワ
ークの普及拡大を進めるため、エネファーム約3,600台をエネルギーリソースとしたバーチ
ャルパワープラントを構築し、系統需給調整やインバランス回避に活用するVPP実証事業
を開始しました。

本日はトピックスとして上期の取り組みから2点、次のページでご紹介いたします。
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1点目は、国内エネルギー事業での、低・脱炭素などのソリューションを提供するD-ラインナップ
についてです。

大阪ガスは2020年4月に工場・オフィス・商業施設などの法人のお客さまへの営業を基盤会社で
あるDaigasエナジー株式会社に移管していますが、その基盤会社での取り組みです。

これまで大阪ガスでは、業務用、産業用のお客さまにはガスを売るだけではなく、お客さま先での
ニーズに対応するサービスを積極的にご提案してまいりました。

省エネなど効率的なガスの活用などが主なものでしたが、お客さまの経営課題としてCO2排出の
削減、自然災害への対応なども増加しており、それらにも対応できるサービス、商材の開発を続
けています。

21年4月にはD-Greenとして、FIT制度を用いず新たに設置する太陽光由来の電源を中心とした
再エネ電気を提供する電気料金メニューを導入し、島津製作所様はじめ、すでに多数のサイトで
ご採用いただいております。また9月に発表したD-バイオでは食べ物の残渣などの廃棄物を有効
活用することで処分費を減らす一方、CO2排出削減にも貢献するというサービスで、食品工場で
の実証実験を経てこの10月から受け付けを開始しております。

D-ラインナップとしてこれらのサービスをご提供することで、エネルギー使用量や廃棄物処分量
削減などのお客さまの課題を解決するとともに、社会課題の脱炭素社会への貢献にも取り組んで
まいります。
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2点目は海外エネルギー事業における再生可能エネルギーへの取り組みです。

この上期にも北米における太陽光発電に関する3件のプレスリリースを行いましたが、低・
脱炭素社会への移行が進む中、これまでガス火力発電などによるIPP事業等を展開してき
た北米電力事業において、再生可能エネルギーへの取組を加速しています。

再生可能エネルギー市場は、ファンドなどとの競合が激しくなっており、特に既に操業をし
ている大型再エネ発電設備については価格の高騰もあり投資リターンが低くなります。そ
のため、当社はこれまで北米IPP事業などで培ってきた経験を活かし、太陽光開発デベロ
ッパーと協業し、開発、建設フェーズから参画をすることで、一定の開発リスクを取りつつリ
ターンの向上を図るなどの工夫を行っています。

まずはファンドなどとの競合が少ない中小型分野から取り組みを開始し事業ノウハウの蓄
積を進め、更に市場規模の大きい大型再エネ市場へも参画開始しています。

今回6象限に分けた図をお示ししていますが、今後、どの象限が勝ち筋であるかを見極め
、事業ポートフォリオの最適化と拡大を図り、収益規模およびリスクリターンをコントロールし
ながら、再エネ事業への取組を強化していきたいと考えています。
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ここからは2022年3月期第2四半期決算について説明いたします。

8ページに、決算のポイントをまとめています。

売上高ですが、原料費調整制度に基づきガス販売単価が低めに推移したことで国内エネ
ルギー事業で減収となりましたが、フリーポートLNGプロジェクトや米国上流事業など海外
エネルギー事業が好調であったことや、ライフ＆ビジネス ソリューション事業におけるコロ
ナ影響が緩和したことなどにより、連結売上高は、前年同期に比べて1.8％増収の6,504億
円になりました。

一方、連結経常利益は、タイムラグ影響の減益等により13.5％減の473億円となりました。
前年差の詳細については次のページでご説明します。
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９ページに、連結経常利益について、前年同期との比較をまとめています。

連結経常利益は、前年の548億円から74億円減益の473億円となりました。
主な減益要因は国内エネルギー事業でのタイムラグ影響で、海外エネルギー事業やライ
フ＆ビジネス ソリューションでの増益を上回りました。
海外エネルギー事業では、フリーポートLNGプロジェクトやサビン・シェールガスプロジェク
トの利益貢献により195億円の増益となりました。
また、ライフ＆ビジネス ソリューション事業では、情報ソリューション事業やフィットネス事業
における新型コロナ影響の緩和などにより25億円の増益となりました。
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10ページは、2022年3月期 連結経常利益見通しと前年実績との比較になります。

通期見通しについては、2021年7月発表の見通しからの変更はありません。

国内エネルギー事業の減益が大きく、タイムラグ差損や、前年の冬場の低気温影響の反
動などの減益要因があります。

海外エネルギー事業における増益があるものの、通期の経常利益は327億円減益の950
億円となる見通しです。
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11ぺ－ジは成長投資の実績です。
当期は、国内エネルギー事業における発電所、海外エネルギー事業における北米上流事
業の開発等に574億円の成長投資を行いました。
2021年9月末時点の財務健全性指標としては、自己資本比率が46.8％、D/E比率が0.74と
なり、目標である自己資本比率50％程度、D/E比率0.7程度を維持しています。
今後も財務健全性とのバランスを確保しながら、企業成長に向けた投資を進めていきます
。

12ページから20ページは当期決算の詳細について、また21 ページからは2022年3月期見
通し詳細について記載しております。

以上で、当期決算と通期見通しの概要の説明を終わらせていただきます。
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10ページに、2022年3月期 第2四半期の主なトピックスをまとめています。


